
PROGRAM
今後発生が危惧されている南海トラフ巨大地震等に備え、大規模災害が発生した際に広域的に

連携して行われた救援活動や支援活動がどのようなものであったか、支援を受けた側の課題は

何であったのかなど、東日本大震災などでの経験に学び、県民の皆様をはじめ、行政、企業、

各種団体等が幅広く連携し、災害対応力を高めることを目的としてシンポジウムを開催します。

MEMO



あいち広域連携シンポジウム
お互いさまでつながる防災・減災とは

13：30

12：30 15：20（〜17：00）

主催者挨拶

パネルディスカッションロビー展示

13：40 基調講演

パネリスト ※50音順

企業の視点

14：20

15：00

特別講演

休憩

〈Profile〉 
関西大学社会安全学部・社会安全研究センター長・教授。工学博士。専門は防災・減災。

現在、阪神・淡路大震災記念　人と防災未来センター長（兼務）のほか、京大防災研究所長を歴任。

京都大学名誉教授。2007 年国連 SASAKAWA 防災賞、09 年防災功労者内閣総理大臣表彰、

10 年兵庫県社会賞受賞、14 年兵庫県功労者表彰。現在、中央防災会議防災対策実行会議委員。

日本自然災害学会および日本災害情報学会会長を歴任。

〈Profile〉
昭和 30 年岩手県生まれ。中央大学法学部卒業後、昭和 54 年岩手県入庁。

市町村の行財政に関する事務を長く経験。平成 22 年４月政策地域部副部長就任。

平成 23 年３月 11 日の震災時からは、災害対策本部で主に避難所や交通関係の調整を担当。

平成 24 年４月岩手県東京事務所長を経て、平成 25 年４月からは復興局理事として、

東日本大震災津波からの復旧・復興に向けた国や市町村との調整等にあたった。

平成 26 年４月からは、岩手県沿岸部を所管する沿岸広域振興局長として、

一日も早い復旧・復興に向け、復興の現場で指揮をとっている。
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津末 浩治 氏（イオン株式会社 グループ総務部長）

〈Profile〉

1987 年   3 月　   大分ジャスコ（株）（現イオン九州（株））入社

2002 年 11 月  　イオン（株）コーポレート・コミュニケーション部

2013 年   1 月　  同社グループ総務部

2013 年   7 月　  同社グループ総務部長（現任）

2013 年   8 月     （株）生活品質科学研究所監査役（現任）

2015 年   5 月　  イオンディライト ( 株 ) 監査役（現任）

根木 佳織 氏（公益社団法人 Civic Force  理事兼事務局長）

〈Profile〉

過去 10 か国以上において災害や紛争後の人道に従事。NGO でのアフガニスタン事務所駐在、国連合同

ロジスティクス調整本部（UNJLC）イラク駐在などを経て現職。国内大規模災害時に企業、行政、政府、

NGO/NPO が連携して対応するしくみ（プラットフォーム）で、東日本大震災では 600 社以上の企業と

5 万人の支援者からのサポートを受け多岐にわたる支援活動を展開。

2012 年にはアジア太平洋地域の各国にプラットフォームを設立し相互支援を行う地域機関アジアパシ

フィックアライアンスの設立に関わる。

森山 誠二 氏（国土交通省 中部地方整備局 企画部長）

〈Profile〉

1986 年東京大学工学部卒、建設省（現、国土交通省）入省。

内閣官房再チャレンジ担当室企画官、九州地方整備局福岡国道事務所長、

静岡県交通基盤部長、同県副知事を経て 2014 年 4 月から現職。

・岩手県沿岸広域振興局　

　復興写真展「復興カメラ－釜石・大槌　復興の記録－」

佐々木 和延 氏河田 惠昭 氏

〈Profile〉
1976 年ＮＨＫ入局。「ウィークエンド中部」キャスター、東京報道局社会部災害班デスクを経て

2000 年ＮＨＫ解説委員（自然災害・防災担当）、2009 年から解説副委員長、2012 年より現職。

これまでにイラン地震、阪神・淡路大震災、台湾地震、有珠山噴火、三宅島噴火、東海豪雨災害、

新潟県中越地震、ニューオリンズのハリケーン災害、東日本大震災などを取材。

京都大学巨大災害研究センター非常勤講師、関西大学社会安全学部　客員教授などを歴任。

2014 年より、特定非営利活動法人環境防災総合政策研究機構　研究統括を務める。

2015 年、平成 27 年防災功労者防災担当大臣表彰受賞。

地方自治体の視点学識者の視点

支援団体の視点

国の視点

コーディネーター

山﨑 登 氏（NHK 解説主幹）
・国土交通省中部地方整備局

　南海トラフ地震対策中部圏戦略会議パネル

　東日本大震災と救命・救援ルート確保、復興への記録「忘れない。」パネル

　東日本大震災　被災モニュメント

・イオン株式会社  

　「東日本大震災時のイオンの対応について」映像上映

『国難』災害と広域連携
河田 惠昭 氏（関西大学 社会安全研究センター長・教授）

東日本大震災津波における教訓
佐々木 和延 氏（岩手県 沿岸広域振興局長）

お互いさまでつながる防災・減災とは

愛知県副知事　石原 君雄


